　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成２６年度
国の施策並びに予算に関する提案・要望
（住宅・まちづくり関連）
平成２５年７月
大阪府
　日頃から、大阪府の住宅まちづくり行政の推進につきまして、格別のご高配とご協力を賜り、厚くお礼申し上げます。

　本府においては、府・大阪市が一体となって活力と魅力ある都市づくりを推進するとともに、府営住宅や民間住宅を活用した安心できる住まいの確保、住宅・建築物の耐震化など、府民の誰もが安全で安心して暮らせる住まいとまちの実現に向けた取り組みを進めています。

　また、大阪では近い将来の発生が確実視されている南海トラフ巨大地震や、上町断層帯等の活断層による直下型地震への対応は急務の課題です。こうした状況の中、住宅・建築物の耐震化、地震時等に危険な密集市街地整備の重要性・緊急性がより一層高まっており、災害に適応した強靭で持続可能な社会の実現が求められています。

しかしながら、これら施策の推進にあたっては、国・広域自治体・基礎自治体の役割分担を徹底し、地域がその実情にあった施策を展開できるように地方分権改革を推進していくことが不可欠です。
平成26年度の国家予算編成にあたりましては、本府の財政状況や課題解決に向けた取り組みについて十分ご理解いただき、要望事項の具体化、実現のため、格別のご配慮をいただきますようお願い申し上げます。
大阪府知事　　松 井　一 郎
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災害に強い国土・地域づくりの着実な推進
　南海トラフ巨大地震などに備え、大阪のインナーエリアにある災害に脆弱な密集市街地の整備や、生活の基盤となる住宅・建築物の耐震化を早急に進めることが喫緊の課題である。このため、災害に強い都市づくりを強力に進めることができるよう、積極的な対応策を講じられたい。
1． 「地震時等に著しく危険な密集市街地」の整備の促進
【国土交通省】
(1) 密集市街地内の都市計画道路の整備 
密集市街地内の都市計画道路の整備は、延焼遮断帯や避難路の確保のために重要であるとともに、道路周辺の民間開発の促進にもつながり、地域の防災力向上に大きな効果が期待されるものである。

このため、緊急に取り組む必要のある密集市街地内の道路整備について、国土強靭化など今後国において策定される防災・減災に関する計画に明確に位置づけるとともに、事業を強力に推進するため、通常の道路整備の枠組みにとらわれない別枠での予算確保、補助率のかさ上げなどを行う助成制度の創設等、万全の措置を講じられたい。　　　　　
※（大阪府主要最重点要望関連）
(2) 密集市街地の不燃化促進

老朽化した木造建築物を耐火・準耐火建築物に建替促進することは、際限のない延焼や道路閉塞の危険性の低減につながり、早期に最低限の安全性を確保するうえで重要である。

密集市街地の不燃化を一層促進するため、不燃化にかかる工事費の一部を所得税から控除する、建物所有者の自発的な建替えを促進する税制を導入されたい。　
　　　　※（大阪府主要最重点要望関連）
2． 住宅・建築物の耐震化【国土交通省】
「建築物の耐震改修の促進に関する法律」に基づく基本的な方針に定められた平成27年度の耐震化率９割の目標達成に向け、既存の枠組みにとらわれない取り組みが必要である。

府民の生命と財産を守るため、住宅・建築物の耐震化が一層促進されるよう、緊急支援事業の復活等、必要な措置を講じられたい。
※（大阪府主要最重点要望関連）
3． 社会資本整備総合交付金制度等の充実強化【国土交通省】
(1) 財源の確保と適正な配分
災害に強い都市づくりを強力に進めるため、地域が自主的に取り組みを進めることが可能となるよう、「社会資本整備総合交付金」や「防災・安全交付金」等については、個々の事業の重要性や進捗、ピークを適切に見極めた上で、大都市における公営住宅等の耐震化、密集市街地の改善の重要性を十分考慮し、本府事業及び市町村事業が安定的かつ確実に実施できるよう必要額を配分されたい。　　　　　　　　　　　　　　　

※（大阪府主要最重点要望関連）
(2) 公営住宅に係る制度の充実
公営住宅の耐震化を推進するため、耐震改修や用途廃止などに伴う移転先住宅のエレベーター設置事業や、生活空間の安全な避難経路確保のための住戸内及び団地敷地内の段差解消等の改善事業についても、「防災・安全交付金」の活用が可能となるよう、必要な措置を講じられたい。
　　　　　　　　　　　　　　　

活力と魅力ある都市空間の創造
　首都圏とともに日本の成長エンジンを担う大都市として、圧倒的な魅力のある都市空間の創造など、大阪のめざすべき方向性を示す「グランドデザイン・大阪」を策定した。また、関西空港対岸という立地ポテンシャルを活かし、新たな集客拠点づくりなどの観点から「りんくうタウン」の特色あるまちづくりをすすめている。
　大阪・関西が、我が国の成長の担い手として、日本の再生・成長へ貢献する強い都市となるために、以下の施策を積極的に推進されたい。
1． うめきた地区の大規模再整備の推進【内閣府・国土交通省】
　　　国際的ビジネス空間の創出と大規模な「みどり」空間を確保するうめきたのまちづくりは、大阪・関西圏の発展のみならず、我が国の国際競争力の強化、経済活動の強靭化にも資するものであり、これを国家プロジェクトとして「新しい成長戦略の柱」に位置づけ、世界にアピールできるビジネス・交流拠点への再生を進めるため、以下の制度設計、財政的支援を図られたい。　　　　
※（大阪府主要最重点要望関連）
◇　イノベーションが次々と生まれる起業環境の整備に向け、ベンチャー企業への投資税制の緩和として、企業版エンジェル税制導入など、特区制度に基づく特例措置の実現

◇　ＪＲ東海道支線の地下化や新駅の設置などの基盤整備、防災機能を備えた大規模な緑地整備を円滑に進めるための補助制度の拡充・新設

◇　鉄道・運輸機構所有地の更地化後、民間開発の着手までの間、土地を一定期間保有するための、土地取得の方策、仕組みの構築
2． 鉄道ネットワークの充実・強化【国土交通省】
　　　大阪・関西が我が国の成長エンジンとして機能するためにも、利便性の高い鉄道ネットワークの充実・強化が必要である。大阪駅前の大規模再整備（うめきた地区）などの拠点開発が進む中、本府においては、「グランドデザイン・大阪」に掲げた都心部の機能強化や、発展が期待されるベイエリアと都心部との連携、更には近畿圏の連携強化のための鉄道ネットワークのあり方や乗継改善などの利便性向上等の実現に向けた取組みについて検討を行っている。
国においても近畿地方交通審議会で検討を行うなど、大阪都市圏の鉄道ネットワークの充実・強化に取り組まれたい。

とりわけ、大阪都心部と関空を結ぶ高速鉄道等アクセスについては、最適案を絞り込み、早期整備に向けた取り組みを推進されたい。
3． 日本の玄関口「りんくうタウン」の活性化

(1) クールジャパンフロントのまちづくりの推進

【経済産業省・国土交通省】
　日本の玄関口である「りんくうタウン」は、訪日外国人が最初に触れ、最後に訪れるまちとして日本の印象形成に重要な地域である。

本府では、ここに民間事業者を誘致して、日本のマンガ・アニメに関するものなど、さまざまな日本文化に外国人が触れることができる「クールジャパンフロント」のまちを整備し、国内外からの集客でにぎわうまちの実現をめざしている。

国においては、新たにクール・ジャパンファンド（仮称）の創設を決められるなど、施策の充実を図られているところであり、りんくうタウンにおいて「クールジャパンフロント」のまちづくりを実現させることは、日本の文化や商品のＰＲの強化、観光客の誘致にもつながることから、まちを開発・運営する企業グループへのリスクマネーの供給やプロデューサー人材派遣事業の本プロジェクトへの適用など、必要な支援施策を講じられたい。
(2) 地域冷暖房システムの改善【経済産業省】
りんくうタウンでは、地域冷暖房システム（熱供給事業）の導入を行い、まちづくりを進めてきたが、熱供給利用料金が個別熱源に比べ、非常に割高となっているため、地冷システムが普及しない要因になるとともに、既に地冷システムを導入した企業の経営を圧迫し、テナントの誘致が進まないばかりか、撤退にもつながるなど、まちづくりの大きな障壁となっている。

このため、地冷システム利用が個別熱源に対して競争力を持てるよう、現行の料金認可制度に係る法改正（総括原価方式の算定根拠の見直しや情報公開制度の導入、料金の自由化など）や、既存の導入地域を含めた設備投資、維持管理、利用料金等に対する補助制度の創設など必要な措置を講じられたい。
４．コミュニティ再生機構（ＣＩＤ組織）の提案

～自律的PPP組織による泉北ニュータウンの再生～

【内閣府、国土交通省】

まちびらきから45年を過ぎた泉北ニュータウンは、人口減少、地価下落が急速に進みつつあり、このままではまちの衰退が避けられない状況である。

ニュータウンの再生を強力に推進するためには、これまでの各事業主体による個別の対応ではなく、地域を一体的に捉え、その資産を最大限に活用した戦略的な取り組みを地域主導で行うことが重要であり、この再生を担う自律的なPPP組織（CID組織）と、それを支える仕組み（権限や資金）が必要である。

このCID組織は、準自治体的な役割を担うことから、公共資産の管理や都市計画の権限を付与するとともに、公的資産を譲り受け、事業を実施するための資金確保を容易にするなどの必要な制度設計、財政的支援を図られたい。
※ＣＩＤ：Community　Improvement　District　（コミュニティ再生地域）
